
療養病床の再編成について



療養病床とは

１０．６５㎡以上８．０㎡以上６．４㎡以上６．４㎡以上
１人当たり

床面積

医師 必要数

看護職員 3人

介護職員 31人

医師 1人

看護職員 9人

介護職員 25人

医師 3人

看護職員 17人

介護職員 17人

医師 3人

看護職員 20人

介護職員 20人

人員配置

約29万円

（H18．4月以降）

約3１万円

（H18．4月以降）

約4１万円

（H18．4月以降）

約49万円

（H15年）

平均的な
一人当た
り費用額

約36万床約27万床約13万床約25万床ベッド数

特別養護老人
ホーム

老人保健施設介護療養病床医療療養病床

・主として長期にわたり療養を必要とする患者を入院させるための
病床です。

・全国では約３８万床あり、医療保険適用（約２５万床）、介護保険適用
（約１３万床）がありますが、提供されるサービスは実質的に同じです。



療養病床は次のような課題を抱えています
・現在の利用状況を見ると、医師の指示がほとんど必要ない方も利用しているの
が実態です。
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○高齢者の状態に即した適切なサービスの提供

○医療保険や介護保険の財源の効率的な活用

○医師・看護師など限られた人材の効率的な活用

の観点から再編成が
必要となっています。

〔中医協「慢性期入院医療実態調査」（平成１７年１１月１１日中医協資料）〕

医師による直接医療提供頻度



医療費の適正化は喫緊の課題です

172.320.728.336.4

療養病床等一般病床等病床等

その他の全病床

○ 医療費適正化のための方策として、平均在院日数の短縮を計画的に行うことと
しており、療養病床の再編成はその第一弾として位置づけられます。

○ 限られた医療資源を現に医師・看護師等が不足している急性期を中心とした
医療に振り向ける必要があります。

（１）平均在院日数（平成１５年病院報告）

3.34.07.58.614.2人口千人当たり病床数

6.57.213.410.436.3平均在院日数

アメリカイギリスフランスドイツ日本

（２）医療提供体制の各国比較（２００４年）(OECD Health Data 2006)

・今後の高齢化の進展や日本経済の負担能力を考慮した医療費の適正化は必要
・一方で、機械的に医療費を抑制する方法では医療の安心の確保はおぼつかない

・国民の健康と医療のあり方に矛盾せず、かつ、医療費の適正化につながる政策の推進
・その政策とは、「生活習慣病の予防」と「入院期間の短縮」

・第1期（平成20～２４年度）においては、「入院期間の短縮」の具体的方策が「療養病床の転換」
・第2期以降も長期入院の是正や医療機関間の分化・連携により「入院期間の短縮」を進め、急

性期医療への人材及び財源の重点的投入を実現する
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急性期→回復期→
生活リハ・在宅に至る
機能分化・連携

＜急性期＞

長期入院高齢者
の病床（療養病床）の転換

＜慢性期＞

＋

在宅（訪問）
医療の充実

自宅以外の
在宅・住まい
の充実

2025年で、

・平均在院日
数短縮により
▲４兆円

・生活習慣病
予防により▲
２兆円

⇒計▲６兆円

（重症化防止による入院患者の増加率の減）

生活習慣病予防
（医療保険者が実施する健診・保健指導などによる）



○ 「老人病院」ー ３０年近い問題

・１９７３年（昭和４８年） 老人医療費無料化

・１９８３年（昭和５８年） 老人保健法の制定
・１９８４年（昭和５９年） 「特例許可老人病棟」の導入

-介護職員の配置

・１９８６年（昭和６１年） 老人保健施設の創設

・１９９０年（平成２年） ゴールドプラン（高齢者保健福祉推進十

カ年戦略）の開始

・１９９０年（平成２年） 「介護力強化病院」の創設

-定額制

・２０００年（平成１２年） 介護保険制度の施行
・２００１年（平成１３年） 「療養病床」の創設（医療法改正）

療養病床をめぐるこれまでの経緯

○ 療養病床は、介護保険制度をめぐる議論の際にも大きな論点。

・１９９６年（平成８年）６月「介護保険制度案大綱」（老人保健福祉審議会）

「・・・施行後一定の経過期間内において、療養型病床群等の介護施設

への転換を図るものとする。」

○ ２０００年（平成１２年）の介護保険制度施行時に、療養型病床群は介護保
険適用と医療保険適用とに分かれる。



医療サービスの必要性を踏まえ療養病床の再編成を行い
ます

再編成は次のような形で進めます。
① 療養病床は全部廃止されるのではなく、医療サービスの必要性の高い方を対象とし

た医療療養病床は存続します。
② 介護療養病床の廃止は６年後であり、その間に老健施設等への転換を進めます。
③ 療養病床の再編成を踏まえ、地域のサービスニーズに応じたケア体制の整備を計

画的に進めます。

ケアハウス
有料老人ホーム等

※ 介護療養型医療施設の
廃止（平成２４年３月末）

医療の必要性の低い患
者について診療報酬の評
価を引き下げ 医療保険適用

（１５万床）

経過措置

＜平成２４年度＞

医療の必要
性が高い

患者を集約

老健施設

２４時間往診を
行える診療所

転換

転換に向けて改築・新築
に要する費用の一部を
助成

〈６年間〉

療
養
病
床

医療保険適用
（２５万床）

介護保険適用
（１３万床）

１５～１７万床

６～８万床

医療の必要
性が低い

患者


